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はじめに（背景と目的）

・ 巨大地震に対する建築物の終局状態の解明と評価法の検討
今後、発生が懸念される首都直下地震や巨大海溝型地震などの巨
大地震に対して、鋼構造建築物の倒壊、崩壊を防止するためには
、建築物の最大耐力以後の終局状態の挙動（鉄骨造梁端部の破断
や局部座屈発生後の挙動）の解明やその評価手法を確立しておく
必要がある。

鋼構造建築物では、構造躯体が内外装材に覆
われているために、大地震後の被害を容易に
確認できない。そのため、建物の梁端破断の
可能性やその部位等を即座に推定する手法が
必要となる。

建研の指定課題「過大入力地震に対する鋼構造建築物の終局状態の評価
手法と損傷検知に関する研究（H28〜H30）」を実施した。

・ 鋼構造建築物の地震後の損傷検知手法の検討
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講演内容
・巨大地震に対する建築物の終局状態の解明と評価法の
検討
（１）鉄骨梁端部破断までの限界繰り返し性能の検討

１）梁端部破断までの限界繰り返し性能に関する載荷実験
２）振動台実験による梁端部疲労性能評価式の検証

（２）疲労性能評価式を用いた耐震安全性評価法の検討
１）エネルギー法告示の計算への適用
２）試設計建物による検討例

・鋼構造建築物の地震後の損傷検知手法の検討
（３）加速度の積分による鉄骨造建築物の地震後の損傷検知の検
討

１）地震後の鉄骨造建築物の梁端部の損傷評価法
２）加速度記録の積分方法と振動台実験による検討
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（１）鉄骨梁端部破断までの限界繰り返し性能の検討

鉄骨造梁端部が破断するまでの塑性変形性能に関する多数回繰返
し載荷実験と限界性能曲線の検討

①梁端部の多数回繰り返し載荷実験

a)基本性状把握のための実験（28年度）
梁端部の限界繰り返し性能に関する基本性状を把握するため 、
柱を極厚H形鋼治具とした状態での梁端部の多数回繰り返し載荷
実験を実施
b) 柱を角形鋼管とした梁端接合部の実験（29年度）
柱を実際の角形鋼管とした梁端接合部（通しダイアフラム形式）
の多数回繰り返し載荷実験を実施
c) 床スラブが取り付いた梁端接合部の実験（30年度）
床スラブの影響について検証実験を実施

１）梁端部破断までの限界繰り返し性能に関する載荷実験
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a) 基本性状把握のための実験（パラメータ）

梁端接合部の基本的な限界性能曲線を得ることを目的とし、柱を極厚H形鋼
治具として、梁接合部詳細、断面種別、梁長さ及び載荷履歴をパラメーター
とした実験を行う。

梁断面種別 梁長さ

種別FA

種別FC

ノンスカラップ

35Rスカラップ

3000mm

2000mm

1400mm

接合部詳細等

× ×

①梁端部の多数回繰り返し載荷実験
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a) 基本性状把握のための実験（載荷履歴）
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θpは梁の全塑性耐力に対する
弾性変形角

一定変位振幅繰り返し載荷

漸増変位振幅繰り返し載荷

梁端接合部の破断または局部座屈によ
る耐力低下までの限界繰返し性能曲線
を得るため、３種類の振幅の一定振幅
載荷と漸増振幅載荷を行う。
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a) 基本性状把握のための実験（載荷方法）

3000mm

建築研究所

1400mm

2000mm

建築研究所（短スパンと長スパン）
と東京工業大学（標準スパン）で
分担して実験を実施。

東京工業大学
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a) 基本性状把握のための実験（試験体一覧）

試験体 スカラップ 鋼種 梁断面
梁長さ
(mm) 載荷履歴

bK
(kN･m)

bM p

(kN･m)
θ p

(rad)
AS-1.4-2 2θ p一定変位振幅

AS-1.4-3 3θ p一定変位振幅

AS-1.4-4 4θ p一定変位振幅

AS-2.0-2 2θ p一定変位振幅

AS-2.0-3 3θ p一定変位振幅

AS-2.0-4 4θ p一定変位振幅

AS-2.0-I 漸増変位振幅

AS-3.0-2 2θ p一定変位振幅

AS-3.0-3 3θ p一定変位振幅

AS-3.0-4 4θ p一定変位振幅

CS-2.0-2 2θ p一定変位振幅

CS-2.0-3 3θ p一定変位振幅

CS-2.0-4 4θ p一定変位振幅

CS-2.0-I 漸増変位振幅

AN-1.4-2 2θ p一定変位振幅

AN-1.4-3 3θ p一定変位振幅

AN-1.4-4 4θ p一定変位振幅

AN-2.0-2 2θ p一定変位振幅

AN-2.0-3 3θ p一定変位振幅

AN-2.0-4 4θ p一定変位振幅

AN-2.0-I 漸増変位振幅

AN-3.0-2 2θ p一定変位振幅

AN-3.0-3 3θ p一定変位振幅

AN-3.0-4 4θ p一定変位振幅

CN-2.0-2 2θ p一定変位振幅

CN-2.0-3 3θ p一定変位振幅

CN-2.0-4 4θ p一定変位振幅

CN-2.0-I 漸増変位振幅

50776 288 0.0057

0.0064

0.0084

0.0047

0.0060

0.0084

74680

58407

0.0047

0.0060

53309

351

351

351

362

362

342

362

41538

77649

60621

43064

2000

BH-400×200×9×12
(フランジ:FA,ウェブ:FA)

BH-400×250×6×9
(フランジ:FC,ウェブ:FB)

あり
(R35)

SS400

1400

2000

3000

2000

BH-400×200×9×12
(フランジ:FA,ウェブ:FA)

BH-400×250×6×9
(フランジ:FC,ウェブ:FB)

なし SN400B

1400

2000

3000

梁接合部詳細、断面種別、梁長さ及び載荷履歴をパラメーターとして合計28体の試験
体の実験を行う。
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a) 基本性状把握のための実験（実験結果：基本的な破壊
モード）

亀裂を起点に破断

梁フランジ梁フランジ

AS-3.0-4 AS-3.0-4

局部座屈発生

局部座屈発生した後に、亀裂が発生し、それを起点に破断した。
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a) 基本性状把握のための実験（実験結果：荷重-変形関係）

荷重–変形関係（スカラップ有） 荷重–変形関係（ノンスカラップ）

一定振幅で、５０％の耐力低下かフランジの全断面破断まで載荷して、
基本な破壊性状と限界繰り返し回数を明らかにした。
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b) 柱を角形鋼管とした梁端接合部の実験（パラメータ）

実験パラメータ
梁の幅厚比、柱断面、スカラップの有無、載荷履歴（一定振幅（2θp、
3θp、 4θp））をパラメータとし、合計８体の梁端部の実験を実施。

載荷方法

柱を実際の角形鋼管とした梁端接合部（通しダイアフラム形式）
の多数回繰り返し載荷実験

試験体一覧
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b) 柱を角形鋼管とした梁端接合部の実験（実験結果）

AS12-2-2

0.03-0.03

500

-500

bM(kN･m)

b (rad)

AS12-2-4

0.03-0.03

500

-500

bM(kN･m)

b (rad)

AS9-2-2

0.03-0.03

500

-500

bM(kN･m)

b (rad)

AS9-2-4

0.03-0.03

500

-500

bM(kN･m)

b (rad)

AN9-2-2

0.03-0.03

500

-500

bM(kN･m)

b (rad)

AN9-2-4

0.03-0.03

500

-500

bM(kN･m)

b (rad)

CS9-2-2

0.03-0.03

500

-500

bM(kN･m)

b (rad)

CS9-2-3

0.03-0.03

500

-500

bM(kN･m)

b (rad)

破断までの繰り返し回数

Nd：亀裂確認、 Nc：亀裂貫通、 Nf：破断、Nl：面外変形発生

AN9-2-2

最終破壊状況

CS9-2-３

荷重–変形関係

実際の接合形式での破壊性状と限界繰り返し回数を明らかにした。
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c) 床スラブが取り付いた梁端接合部の実験（実験パタラメータ）

床スラブの取り付いた梁端接合部の多数回繰り返し載荷実験

スカラップ接合

BH-400×200×9×12

2000

□-300×300×12

725

Beam Column Beam column
AS12S-2 2θ p

AS12S-4 4θ p

AN12S-2 2θ p Total
AN12S-4 4θ p 4Specimen

BH-400×200×9×12

(Flange:FA,Web:FA)

Loading
 history

No
2000 5.0

Shear span
 ratio

35R
□-300×12

SS400 STKR400

SN400 BCR295

Specimen
Cross section Steel type Weld access

hole
Beam length

(mm)

実験パラメータ
スカラップの有無、載荷履歴（一定振幅（2θp、 4θp））をパラメータと
し、合計４体の梁端部の実験を実施。

載荷状況

試験体形状

試験体一覧
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c) 床スラブが取り付いた梁端接合部の実験（実験結果：亀裂、破
断、座屈、スラブひび割れの状況）

AS12S-2 (スカラップあり, 2θp)

AS12S-4 (スカラップあり, 4θp)

AN12S-2(スカラップなし, 2θp)

AN12S-4(スカラップなし, 4θp)
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c) 床スラブが取り付いた梁端接合部の実験（スラブ無しの荷重-変
形関係との比較 ）

AS12S-2 (スカラップ, 2θp)

スラブ有り スラブ無し

スラブ有り スラブ無し

スラブ有り スラブ無し

AN12S-2 (ノンスカラップ, 2θp)

スラブ有り スラブ無し

AS12S-4 (スカラップ, 4θp) AN12S-4 (ノンスカラップ, 4θp)
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②既往の疲労性能評価式との比較

３年間で実施した梁端部の多数回繰り返し載荷実験の結果と既往
の超高層鉄骨造建築物の梁端部疲労性能評価式との比較

スカラップ梁 ノンスカラップ梁

超高層建物梁端部評価式
（スカラップ）

超高層建物梁端部評価式
（ノンスカラップ）

・実験結果は、既往の超高層建物の梁端の設計用評価式を上回る性能であり、既往
の超高層建物の梁端部の設計用疲労性能評価式によって安全側で評価できる。（ス
ラブ付き梁は、スラブの剛性を考慮した塑性率で評価することによって、スラブ無
しの場合と同様に評価可能）
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２）振動台実験による梁端部疲労性能評価式の検証

一定振幅の静的な載荷実験から得られた疲労性能評価式について、地震動に
よる動的な応答下における有効性を検証するために、２スパン鉄骨造骨組試
験体の振動台実験を実施。

加振装置の概要

1800 1800

19
12

,5
25

0,
5 1

25
25

0
18

5
35

0

800
250 250

1600
800

50
50

350 350

4000

塑性ひずみゲージ

スマートフォン内蔵
MEMS加速度センサ

サーボ型加速度センサ

ひずみゲージ式

加速度センサ

弾性ひずみゲージ

ピエゾセンサ

おもり

南面　立面図
（おもり支持柱と転倒防止フレームは描かれていない）

A

A

C

C

B

B

B-B断面 C-C断面A-A断面

梁断面詳細

2B1B

東側西側

変位計（全て北側）

試験体と計測機器の設置状況

おもり
支持柱

加振方向

試験体

転倒防止
フレーム

おもり

おもり支持
フレーム

①試験体及び実験概要
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試験体の概要

17
25

17
5

1600

16

7
35° 25

7
35° 25

1600200

16

R35

35Rスカラップ部詳細 ノンスカラップ部詳細

1B梁 2B梁

1C柱 2C柱 3C柱

2スパン柱梁接合部試験体 4体

試験体形状

試験体耐力の計算値

梁の全塑性耐⼒
の計算値

bMp (kN・m)

柱の全塑性耐⼒
の計算値

cMp (kN・m)

全ての梁端がbMpに
達するときの層せん断⼒

Qp (kN)

Qpに対する
弾性層間変形⾓

Rp (rad)

おもり重量
フレーム等含む

Wt (kN)

ベースシヤー
係数

Qp/Wt

41.1 130.8 76.0 0.0140 132.7 0.573

実験パラメータ
梁端接合部ディテール（ 35Rスカラップ（SC）、ノ

ンスカラップ（NSC））
入力地震波（直下型地震（KOBE）、長継続時間地震

（THU））

試験体形状
梁：H-175x90x5x8(SN400B)
柱：□-150x150x12(STKR400)
接合部：通しダイアフラム形式

試験体の固有周期と減衰
固有周期：0.36〜0.38秒、減衰：2.4％〜4.5%
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入力地震動の設定
JMA Kobe NS

・1995年兵庫県南部地震で観測さ
れた直下型の地震動

THU NS

・2011年東北地方太平洋沖地震にお
いて観測された長継続時間の地震動
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入力地震動の時刻歴波形 入力地震動の時刻歴波形

疑似速度応答スペクトル エネルギースペクトル 疑似速度応答スペクトル エネルギースペクトル

THU NSは主要な地震動継続時間が150秒以上であり、エネルギースペクトルもかな
り大きい
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加振フロー・スケジュール

①常時微動
②ランダム波⼊⼒
③地震動⼊⼒
で1セット

■加振フロー ■各試験体の加振スケジュール

試験体名 SC-KOBE SC-THU NSC-KOBE NSC-THU

⼊⼒地震波 JMA Kobe
NS

THU
NS

JMA Kobe
NS

THU
NS

倍
率

予備加振 5% 10% 5% 10%
1回⽬ 65% 175% 65% 175%
2回⽬ 65% 175% 65% 175%
3回⽬ 65% 175% 65% 175%
4回⽬ 65% - 65% 175%
5回⽬ 65% - 65% 200%
6回⽬ 65% - 65% 200%
7回⽬ - - 65% 200%
8回⽬ - - 65% 225%
9回⽬ - - 65% 225%
10回⽬ - - 65% 225%
11回⽬ - - 65% 225%
12回⽬ - - 65% -
13回⽬ - - 65% -
14回⽬ - - 65% -
15回⽬ - - 65% -

実験途中
にて倍率を
変更

＜SC-KOBEの場合＞

繰り返し

M1︓無加振状態（常時微動）

R1︓ランダム波⼊⼒

Kobe005︓地震動（Kobe）
5%⼊⼒（予備加振）

M2︓無加振状態（常時微動）

R2︓ランダム波⼊⼒

Kobe065-1︓地震動（Kobe）
65%⼊⼒（1回⽬）

M7︓無加振状態（常時微動）

R7︓ランダム波⼊⼒

Kobe065-6︓地震動（Kobe）
65%⼊⼒（6回⽬）

M8︓無加振状態（常時微動）

梁端破断により不安定状態に至るか
水平変位が加振装置の限界に達するまで繰り返し



Building Research Institute国立研究開発法人 建築研究所

21

実験経過 SC-KOBE （スカラップあり、JMA Kobe NS）

最大層間変形角
(rad)

1/50未満
1/50以上
1/30未満

1/30以上
1/20未満

1/20以上
1/15未満

1/15以上
1/10未満

1/10以上

[塑性率] [～1.42] [1.42～2.37] [2.37～3.56] [3.56～4.75] [4.75～7.12] [7.12～]

1B西

局部座屈
の状況

— — なし
軽微な面外

変形
局部座屈
（小）

局部座屈
（中）

亀裂や破断
の状況

— — なし
スカラップ底

のシワ

スカラップ底
亀裂～亀裂

貫通

フランジ全
断面破断

1B東

局部座屈
の状況

— — なし
軽微な面外

変形
局部座屈
（小）

局部座屈
（大）

亀裂や破断
の状況

— — なし なし なし
スカラップ底
のシワ～亀
裂貫通

2B西

局部座屈
の状況

— — なし
軽微な面外

変形

軽微な面外
変形～局部
座屈（小）

局部座屈
（中）～（大）

亀裂や破断
の状況

— — なし
スカラップ底

のシワ

スカラップ底
亀裂～亀裂

拡大

フランジ全
断面破断

2B東

局部座屈
の状況

— — なし
軽微な面外

変形
局部座屈
（小）

局部座屈
（中）

亀裂や破断
の状況

— — なし
スカラップ底

のシワ

スカラップ底
亀裂～亀裂

拡大

フランジ全
断面破断

加振回 — — 1 2 3～4 5～6

損傷の経過

層せん断⼒－層間変形⾓関係

損傷状況（1B⻄）

5回⽬

5回⽬の加振で梁端3ヶ所の⽚側フランジが破断し耐⼒低下し、6回⽬で載荷フレームに接触。

②実験結果
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実験経過 SC-THU （スカラップあり、THU NS）

最大層間変形角
(rad)

1/50未
満

1/50以上
1/30未満

1/30以上
1/20未満

1/20以上
1/15未満

1/15以上
1/10未満

1/10以上

[塑性率] [～1.42] [1.42～2.37] [2.37～3.56]
[3.56～
4.75] [4.75～7.12] [7.12～]

1B西

局部座屈
の状況

— なし なし — なし

亀裂や破断
の状況

—
スカラップ底

亀裂

スカラップ底
亀裂貫通、

—
フランジ全
断面破断フランジ全

断面破断

1B東

局部座屈
の状況

— なし なし —
局部座屈
（中）

亀裂や破断
の状況

— なし
スカラップ底

亀裂
—

スカラップ底
亀裂拡大

2B西

局部座屈
の状況

— なし なし —
軽微な面外

変形

亀裂や破断
の状況

— なし
スカラップ底

亀裂
—

スカラップ底
亀裂拡大

2B東

局部座屈
の状況

— なし なし — なし

亀裂や破断
の状況

—
スカラップ底

亀裂
スカラップ底
亀裂貫通

—
フランジ全
断面破断

加振回 — 1 2 — 3

損傷の経過

層せん断⼒－層間変形⾓関係

3回⽬

2、3回⽬の加振で上下フランジが破断し耐⼒低下、ウェブも破断し不安定状態に。
損傷状況（1B⻄）



Building Research Institute国立研究開発法人 建築研究所

23

梁端モーメント－梁端回転角関係（1B西梁）

5回⽬:上フランジ破断
2回⽬:下フランジ破断

破断なし
11回⽬:上フランジ破断

3回⽬:上フランジ破断

SC-THUが最も⼩さな回転⾓で梁端破断が⽣じ、NSC-KOBEは破断しなかった。地震動特性と梁ディテール
により破断までの性能に⼤きな相違がある。
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梁端部の最大塑性率と累積塑性変形倍率の関係

1

10

10 100 1000

最
大

塑
性

率
μ m

ax

累積塑性変形倍率 η

破断

破断

破断

スカラップ有

スカラップ無

1B西

1B東

2B西

2B東

1B西

1B東

2B西

2B東

1B西

1B東

2B西

2B東

1B西

1B東

2B西

2B東

SC-KOBE 

SC-THU 

NSC-KOBE 

NSC-THU 
・直下型のKobe波を入力した
試験体は最大塑性率の増加が顕
著、長継続時間のTHU波は最
大塑性率に比べて累積塑性変形
倍率の増加が顕著。

JMA Kobe NS波

THU NS波

・地震動特性により、損傷の傾向や値が大きく異なるため、統一的な保有性能の限界
値の設定が難しいと考えられる。
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③疲労性能評価式の検証

超高層鉄骨造建築物等の梁端部の繰り返し載荷実験のプロットと
それに基づいて提示された評価式が、地震動による動的な応答下
で有効性かを明らかにするため、振動台実験の試験体の各梁端部
の破断までの時刻歴から、疲労性能評価式の係数を計算し、梁端
部の繰り返し載荷実験のプロットと比較する。

凡例 　　　備　考
○ 工:35R
● 現:35R+耳形
● 現:35R,ｽﾗﾌﾞ付
● 現:35R,H800
● 現:実部材切出
○ 工:ﾉﾝｽｶ･CFT
● 現:ﾊﾝﾁ･CFT
〇 工:ﾉﾝｽｶﾗｯﾌﾟ
● 現:水平ﾊﾝﾁ
〇 工:ﾉﾝｽｶﾗｯﾌﾟ
▲ 現:耳形
■ 現:ｻｲﾄﾞﾌﾟﾚｰﾄ
■ 現:ｻｲﾄﾞﾌﾟﾚｰﾄ
■ 現:ｻｲﾄﾞﾌﾟﾚｰﾄ
■ 現:水平ﾊﾝﾁ
◇ 工:35+10R,400N
◇ 工:35+10R
◇ 工:ﾉﾝｽｶ,400N
◇ 工:ﾉﾝｽｶﾗｯﾌﾟ
◇ 工:ﾉﾝｽｶ･柱薄
◇ 工:ﾉﾝｽｶﾗｯﾌﾟ
◇ 工:35+10R
▲ 現:35+10R,385N

0.1

1

10

1 10 100 1000

塑
性
率
μ（

片
振
幅
）

破断寿命Nf

C=4   （スカラップ有 設計式）

C=5   （スカラップ有 実験式）

C=5.6（スカラップ無 設計式）

C=7   （スカラップ無 実験式）

C=8   （高性能仕口 設計式）

C=10 （高性能仕口 実験式）

,  β=1/3
  fNC
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振動台実験より各
梁端部の塑性率時

刻歴を算出

梁端が破断に⾄った
時点の損傷度Dが
1.0となる係数Cを算
定

以下の手順で、振動台実験の梁端応答時刻歴について、Rainflow法の適用とMiner
則を仮定して、下記の疲労性能曲線式を適用して係数Cを計算する。

評価方法

本研究での疲労性能曲線式

梁
端

モ
ー

メ
ン

ト

梁端回転角

塑性率で疲労性能を評価する場合、左図のとおり強度の影響で、同
一の塑性率でも塑性変形量が異なるため、ここでは、比較対象とな
る静的実験の梁フランジの材料強度（338N/mm2）で基準化した
下記の疲労性能曲線式で振動台実験の梁端部のC値を計算する。

以下の性能曲線式を⽤いて、それ
ぞれの振幅𝜇に対応する限界繰り
返し回数𝑁௙との⽐(𝑛௜/𝑁௙)をMiner
則を仮定して加算

Rainflow法により塑
性率頻度分布𝑛௜を算定

𝜎௬：振動台実験の梁材料強度

𝛽：1/3𝜇 ൌ
338
𝜎௬

· 𝐶 · 𝑁௙
ିఉ

同一の塑性率(μ=２
)でも降伏耐力が違
うと塑性化部分の振
幅が異なる
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0.1

1

10

1 10 100 1000

塑
性

率
μ

破断までのサイクル数Nf
（b） スカラップ無

振動台実験の破断までの疲労曲線と既往の静的載荷実験のプロッ
トの比較

（スカラップ梁）

0.1

1

10

1 10 100 1000

塑
性

率
µ

破断までのサイクル数Nf
（a） スカラップ有

SC-490-THU
SC-THU-1B西

SC-THU-2B東

SC-KOBE-2B西

SC-KOBE-1B西

SC-400-THU
SC-490-KOBE
SC-KOBE-2B東

C=5（文献2)の実験式）

C=4（文献2)の設計式）

静的載荷実験

振動台実験
上から順に

1),15)

5)

4)

4)

NSC-400-THU
NSC-THU-1B西

NSC-THU-2B東

C=7（文献2)の実験式）

C=5.6（文献2)の設計式）

静的載荷実験

振動台実験
上から順に

1),15)

4)

（ノンスカラップ梁）

・振動台実験から得られる疲労曲線は、スカラップ梁では静的載荷実験のプロットと
良い対応を示し、ノンスカラップ 梁はスカラップ梁に比べてバラつきがやや大きいが
、静的実験のプロットとは対応している。
・通しダイアフラム形式の梁端部についても、既往の超高層S造梁の疲労性能評価式
が適用可能と考えられる。
・疲労曲線式を用いることで、地震動特性によらず評価が可能と考えられる。
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（２）疲労性能評価式を用いた耐震安全性評価法の検討

１）エネルギー法告示の計算への適用

目的
地震応答解析を行わずに、梁端部の疲労性能曲線式を
用いて建物の耐震安全性を評価する方法について、エ
ネルギー法告示の計算への適用を検討する。

提案する方法の特徴
（１）層の保有性能の算定に，梁端の疲労曲線式を使用可能（従
来は局部座屈性能に基づく方法）
（２）エネルギースペクトルが大きい長継続時間地震にも適用可
能
（３）梁端接合部が破断した後の層の耐力劣化域を考慮
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a) 梁端部疲労性能評価式に基づく層の変形限界の設定

各層の耐力劣化開始点（変形限界）は、静的増分解析で当該層(i層)のいずれ
かの梁端部が下式の梁端部疲労性能評価式から計算される破断限界塑性率
𝜇௕௜に到達した時点

𝑘ଶは材料強度の調整係数で𝑘ଶ ൌ 325/ 𝜎௬௕ 、 𝑘ଵは仕口の補正係数、𝐶は接合部の仕様で決まる係数(

スカラップ4.0、ノンスカラップ5.6、高性能仕口8.0) 、βは式の勾配で1/3。

𝑁௘௕ は梁端の等価な繰返し回数、 𝑁௘௦ は層の等価な繰り返し回数、𝑛は標準的な梁スパンでは1.8
、𝑛ଵはエネルギー法告示における層の等価な繰返し回数で鉄骨造は2.0、𝑛ଶは長継続時間地震に
よる増加係数 。

𝜇௕௜ ൌ 𝑘ଶ · 𝐶 𝑁௘௕ 𝑘ଵൗ
ିఉ

𝑁௘௕ ൌ 𝑛 · 𝑁௘௦

𝑁௘௦ ൌ 𝑛ଵ 2⁄

𝑁௘௦ ൌ 𝑛ଵ · 𝑛ଶ 2⁄

これらから計算される梁端部破断限界塑性率𝜇௕௜は、スカラップ梁では3.3、ノンスカ
ラップ梁は4.6、高性能梁6.6となる。
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b) 長継続時間地震による増加係数 ଶ

継続時間が長い地震動の影響を検討する場合は、検討する地震動の𝑉ா/ 𝑆௩௣ を考

慮して𝑛ଶを設定する。極稀地震より継続時間が長い地震動を検討する場合は、

下図を参考にして、

(設計対象の𝑉ா/ 𝑆௩௣ ) / (El Centro NSとHachinohe EWの𝑉ா/ 𝑆௩௣ )

の値の2乗の値を増加係数𝑛ଶとして設定する。

0

1

2

3

4

5

0 1 2 3 4 5

El Centro NS
Hachinohe  EW
JMA Kobe NS

Period (sec)

VE/pSv

梁端破断限界塑性率の計算例

標準波の𝑉ா/ 𝑆௩௣
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c) 増加係数を考慮したエネルギー法における必要値の計算

建物に入力される塑性ひずみエネルギー𝐸ௌ、架構が弾性範囲内で吸収で
きるエネルギー量𝑊௘は、増加係数𝑛ଶを考慮して下式で計算される

eSS WMVnE  2
22

1

 






  22

2
1

2
1 nnQQQW iduiduiiduiduiifie 

各層に分配された必要エネルギー量𝐸ௌ௜に対して、主架構およびダンパー

部分の必要エネルギー量は次式によって計算される

主架構： Esfi  Esi 
Qfui

Qui

ダンパー部分： Esdi  Esi 
Qdui

Qui

 2 idui Qduinsin2
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２）試設計建物による検討例

検討対象建物：事務所ビルを想定した9階建て純
ラーメン鉄骨造建物

検討パラメータ：地震動、梁端部仕様

3.
5m

+
8@

3.
2m

=
29

.1
m

4@6m=24m

3@
6m

=
18

m

4@6m=24m

基準階伏図

検討対象構⾯

普通鋼 ︓柱強度＝295N/mm2，梁強度＝235N/mm2

提案した方法でのエネルギー法計算の妥当性を試設計建物を使っ
て検証する

解析ケース、検討パラメータ

軸組図
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1
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9

0 2 4 6 8

1
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9

0 2 4 6 8

1
2
3
4
5
6
7
8
9

0 2 4 6 8

1
2
3
4
5
6
7
8
9

KB-NC4 SD-NC4 SD-NC6 SD-NC8

エネルギー吸収量
（×103kN･m）

エネルギー吸収量
（×103kN･m）

エネルギー吸収量
（×103kN･m）

エネルギー吸収量
（×103kN･m）

層

梁端
破断

2Wci
ESi

4n2Wpi

必要エネルギー（赤丸）と保有エネルギー（棒グラフ）の比較

耐震安全性の検討結果

・通常の極稀地震（KB）では、スカラップ梁（C4）でも安全が確保されるが
、長継続時間地震（SD）に対しては確保できない。ノンスカラップ（C6)、高
性能仕口（C8)では確保される。
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（３）加速度の積分による鉄骨造建築物の地震後の損傷
検知の検討

１）地震後の鉄骨造建築物の梁端部の損傷評価法

研究の背景と目的

鉄骨造建築物では、構造躯体が内外装材に覆われているために
、大地震後に梁端部等で亀裂や破断等の損傷が生じているかど
うか容易に確認できない。建物管理者の迅速で適切な判断や、
居住者の安全を確保するためには、梁端破断等の可能性やその
部位等を即座に判断できる手法が必要である。

検討内容

梁端部の疲労性能評価式を用いて、中低層鉄骨造建築物の地震後
の損傷を検知する方法について、２スパン鉄骨造骨組の振動台実
験により検討を行う。
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梁端部疲労性能評価式を用いて梁端部の損傷状況を評
価するための計算手順
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２）加速度記録の積分方法と振動台実験による検討
本研究における地震計の加速度記録の積分方法は、地震後の建築物の残留変
形も考慮することのできる方法である。この積分方法は、長周期成分を除去
した加速度を2階積分して作成した変位時刻歴に対して、別途、計算する残
留変形時刻歴を足し合わせるものである。

加速度記録の積分の計算手順

この加速度記録の積分の計算方法の妥当性について、２スパ
ン骨組試験体の振動台実験に地震計を設置して検討する。
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2スパン鉄骨造骨組の振動台実験の概要

２スパン骨組試験体

おもり

おもり支
持柱

ピン

転倒防止兼
計測
フレーム

加振装置と計測の概要

２スパン骨組試験体と載荷装置

振動台、梁、おもり、それぞれに設置したサーボ型加速度セ
ンサの記録を用いて試験体の応答を推定する。

斜めからの加振装置全景
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変位計と加速度の積分による慣性力-層間変形関係及び変
位時刻歴の比較

SC-KOBEの加振
（変位計）

SC-THUの加振

（変位計） （加速度の積分）（加速度の積分）

残留変形が大きいJMA Kobeの地震動に対しては精度よく予測
している。残留変形が小さく、継続時間が長いTHU地震動に対
してはやや予測精度が悪い。
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変位計と加速度記録の積分による層の応答値の比較

加速度を積分する方法では、層の最大応答変形に関しては９割
程度の精度で予測し、層のエネルギー吸収についてはKobeで
は７割弱、THUについては8割程度の精度で予測した。
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梁端損傷に関する実験値と加速度記録の積分からの予測
値の比較

予測値∕実験値は、最大塑性率は0.8〜１程度で、累積塑性
変形倍率は、0.9〜1.2程度であり、概ね梁端損傷が推定
可能と考えられる
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まとめ

（１）鉄骨梁端部破断までの限界繰り返し性能の検討
・中低層鉄骨造建築物の梁端部を対象に多数繰り返し載荷実験を行い、超高層
鉄骨造建築物の梁端部の疲労性能評価式によって評価可能なことがわかった。
・梁端部の疲労性能評価式は、動的な地震応答下においても地震動の特性にか
かわらず、梁端部の破断評価に適用可能である。

（２）疲労性能評価式を用いた耐震安全性評価法の検討
・梁端部の疲労性能評価式の適用と継続時間が長い地震動の計算について、エ
ネルギー法告示の計算に適用する方法を検討した。提案する方法で設計事例の
評価を行い、その有用性を確認した。

（３）加速度の積分による鉄骨造建築物の地震後の損傷検知の検
討
・損傷検知方法として、加速度の積分と梁端部の疲労性能評価式を用いる方法
を提案した。振動台実験から、提案した加速度の積分方法によって、概ね梁端
部の損傷が予測できることがわかった。
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今後の課題

建築物が倒壊する場合には、柱の局部座屈や破断を伴う
と考えられ、巨大地震に対して建築物の倒壊や崩壊を防
止するためには、柱の終局限界性能についても明らかに
する必要がある。

今年度からは、引き続き、指定課題として、「極大地震
に対する鋼構造建築物の倒壊防止に関する設計・評価技
術の開発（令和1〜3年度）」を実施して、柱の終局限
界性能について検討している。

これらの研究成果についても、今後、逐次公表する予定
である。


